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法人

　生物兵器禁止条約（ＢＷＣ）への検証
制度導入を検討している締約国アドホッ
ク・グループでは、議長のティボール・トッ
ト（ハンガリー）が３月３０日、議長テキストを
交渉国へ提示した。４月２３日から開かれ
た第２３会期は、議長テキストの説明と交
渉国の一般的な意見表明についやさ
れ、内容にわたる具体的議論は次回会
合（７月２３日～８月１７日）へ持ち越された。
　アドホック・グループでは、１９９７年７月
から、ローリングテキスト（条約文の体裁を
とりながら意見の不一致がある部分は、それ

らをカッコ付きで併記したもの）をベースに
交渉を継続してきた。今回の議長テキス

トは、議長が作成したカッコなしの条約
草案だが、これが最終的な条約草案に
なるかどうかは予断をゆるさない。
　すでに、交渉の大きな論点のひとつで
ある産業施設の検証問題について、議
長テキストでは申告対象となる施設が
多すぎるという批判が、一部先進国のバ
イオ産業界からは投げかけられている
し、途上国が批判してきた大量破壊兵器
の輸出管理体制（オーストラリア・グループ）
についても、体制の存続を認めている。
　また、一部メディアは、米国政府が議
長テキストの受け入れを拒んだと伝えた

議定書交渉、正念場へ
　　　　議長テキスト提示　　　　　　杉島正秋（朝日大学）

ＡＲＦ　（　　）
への手紙

アセアン地域
フォーラム

２ページ～３ページ ８月１日号は休み、８月１５日号を合併号とします。

　生物兵器禁止条約

４ページ右下へつづくèu

◆根強いＣＴＢＴ擁護

　７月９日の米国務省の定例記者会見
で、リチャード・バウチャー報道官は、「上
院に９９年の批准拒否を再検討するよう
に要請するつもりはない。かといって、何
か別の要請をする積もりもない」と説明し
た。実際のところ、ＣＴＢＴを支持しないと
すれば、ブッシュ政権はそれ以外に打つ
手はない。条約が上院に送られたとき、
三分の二の支持で承認するか、過半数
の議決で大統領に送り返すかの二つの
選択肢しか上院には残されていない。
　上院の中にＣＴＢＴ擁護派が根強く存
在することを忘れてはならないであろう。
１９９９年１０月１３日、米上院でＣＴＢＴ法案
は批准を否決されたが、４８対５１で賛否
の差は僅かであった。投票の前日に、時

怒らない日本政府って何だ

条約の衰弱死待ち／核実験場の整備

ブッシュよ、ＣＴＢＴもか
　７月７日のニューヨーク・タイムズは、ブッシュ政権は包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）を上院で批准の
ための再審議がされないまま放置し、衰弱死するのを待つ方針を固めたと報じた。日本の各紙もそれを紹
介した。冷戦時代からの国際的軍備管理の制約を一方的に断ち切り、効率的な国益追求を目指すブッ
シュ政権の単独行動主義が、ますます明確になりつつある。ＣＴＢＴ促進を、数少ない軍縮外交の柱にして
いたはずの日本政府は、米国に面と向かって怒ることすらしない。２１世紀がハイテク戦争の世紀になろう
としている今こそ、スピーク・アウト！！。

間をかけた審議のために投票の延期を
求めた手紙には６２人もの議員が署名し

た。それ以後、上院のバランスはＣＴＢＴ
４ページ左上へつづくèu
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　事務局長および外務大臣の皆様、

　私たちは、太平洋軍備撤廃運動（ＰＣＤＳ）
を代表して手紙を書いています。ＰＣＤＳは、
研究、情報、支援のネットワークであり、過去１
６年にわたり、アジア太平洋地域にける平和
のために活動を行ってきました。

　私たちはＡＲＦの活動について依然として
強い関心をもっています。というのも、ＡＲＦが
大きな変化を遂げつつあるこの地域におい
て、安全保障に関する唯一の政治的、協議
的な機関であるからです。私たちとのこれま
でのやりとりからお気づきのことかと思います
が、ＰＣＤＳは、ＡＲＦの動きを綿密に追い続け、
ＡＲＦについての報告書を多く発行していま
す。これらは、コミュニティ・レベルに強く関与
している幅広い地域的平和ネットワークの視
点から書かれたものです。私たちは５月のＡＲ
Ｆ上級事務レベル会議に先立って手紙を送
り、私たちの提案が、来たるＡＲＦに考慮され
ることを望んでいます。私たちは、ＡＲＦが地
域の安全保障上の課題において、確実な前
進をすることができるように、下記に注意を促
したいと思います。

　私たちは、２０００年のＡＲＦにおいて、予防
外交の課題に関していくらの進展があり、「予
防外交の概念と原則」と題された文書が紹
介されたことに勇気づけられました。しかし、
私たちはこの概念が、法的な義務について
何も定めるものではなく、また、「国家間」の紛
争だけにかかわるものであるという点におい
て、全く不充分なものであると感じています。
ＡＲＦが「加盟国の内政への不干渉」という原
則を引き続き支持することで、国内の紛争が
地域的波及しないよう予防する能力が著しく
制約されているのです。私たちは、大臣級の
臨時的な機構として、地域の平和と安全に
影響を及ぼすような問題に対処して緊急事
態に対応する新たなメカニズム―ＡＳＥＡＮ
「トロイカ」ができることを支持しますが、この

機構がアセアン諸国の内政事項とされる課
題について対処することが禁止されている
ことを、改めて懸念しています。

　バンコクでのＡＳＥＡＮ会合において、ＡＲＦ
の議長が、変化しつつある安全保障環境に
おいては、何が排他的な「内政」事項である
かについては、再定義が必要であると示唆
しました。私たちは、こうした再定義を支持
し、１９９９年のＡＳＥＡＮ会合において前面に
押し出され、ＡＲＦの加盟国が、加盟国の内
政事項について、公けにコメントすることを許
可する「柔軟な関与の原則」を引き続き支持
します。私たちは、ＡＲＦを含む、本年のＡＳＥ
ＡＮの会合において、この原則が前面に押し
出されることを要求します。ＡＲＦは強化され、
新たな紛争の予防と阻止においてより大きな
役割を担うべきです。

　私たちが毎年行う要求のひとつは、ＡＲＦ
の活動により影響を受ける全ての当事者が、
このフォーラムに出席するという原則をＡＲＦ
が採用することです。私たちは、昨年のＡＲＦ
において、この方向での重要な進展があり、
朝鮮人民民主主義共和国（ＤＰＲＫ）がはじ
めて参加したことに満足しています。ＡＲＦが
この重要なステップを踏んだことを歓迎しま
す。ＡＳＥＡＮが朝鮮半島でよい方向に事態
が進展していることについて満足しているこ
とは、第４回ＡＳＥＡＮ非公式サミット（２０００年１
１月）のプレス声明によって表明されました
が、私たちも全く同じ気持ちであり、「（この）
勢いが持続し、最終的には、平和的な統一
へとつながり、東アジアの安定に貢献する」こ
とを希望します。

　しかし、朝鮮半島についての私たちの楽
観は、予断を許さないものであり、ＡＲＦ２０００
の「議長声明」にその大枠が示された、朝鮮
半島におけるさまざまな実りある構想の重要
性を、合衆国の新政権が、充分に認知してい
ないのではないか、と懸念しています。この

構想には、「南北対話、米朝会談、日朝会談、
４者会談、より広い国際的努力、そして、ミサ
イルテスト発射一時的停止についてのさらな
る進展、朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥ
ＤＯ）の活動を含む１９９４年の枠組み合意の
完全な実施」が含まれます。私たちは、朝鮮
半島の安定を追求する、これらの、あるいは
他の構想をＡＲＦが強く支持すると改めて確
認するよう要求します。同時に、私たちは、ＤＰ
ＲＫに対する「強硬路線」の政策が、ＤＰＲＫの
ＡＲＦへの継続的な参加など２０００年の重要
な成果を台無しにするかもしれないことにつ
いて、ＡＲＦが先手を打って、合衆国を説得
することを要求します。

　２０００年の「議長声明」は、「核保有国による
核軍縮に向けての、体系的かつ前向きな努
力の重要性」を記すとともに、「核兵器の完全
撤廃という目標に向けてさらなる努力をする
ように要求」しました。私たちは、ＡＲＦがその
ような努力への支援を一層強力にするため
に、核軍縮と、不拡散のための会期間の支援
グループを設置し、地域の安全保障の前提
条件でもある大量破壊兵器の撤廃のため、
地球規模のキャンペーンにＡＲＦが貢献する
ことを改めて進言します。

　さらに、２０００年のＮＰＴ再検討会議におい
ては、全会一致で最終文書が採択され、重
要な進展がありました。この文書は、２００５年
の見直し会議に向けてとるべき１３の実際的
な措置を含むものです。これらの措置は、核
保有国だけに関係するものではなく、その同
盟国や他の関係国にもかかわるものです。私
たちは、全ての国がこれらの段階的措置を
実行するよう、ＡＲＦが奨励することを要求し
ます。とくに、包括的実験禁止条約（ＣＴＢＴ）
の早期発効へ向けて努力が集中されるべき
です。

　私たちは、ＡＲＦが、加盟している全ての核
兵器保有国に対して、遅滞なく、東南アジア
非核地帯条約議定書に署名するように促す
ことを要求します。議定書を核保有国が遵守
することで、核軍縮への意思が真摯なもので
あることを確固として示すことができますし、
インドやパキスタン、さらには、他に核保有を
希求している国に対する「誠実さ」を示す証

ＰＣＤＳからＡＲＦへの手紙

２００１年４月２４日
ロドルフォ・Ｃ・セベリノ・Ｊｒ．東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）事務局長閣下
アセアン地域フォーラム参加国・外務大臣閣下

予防外交：柔軟関
与の原則の採用を

朝鮮半島の
安定に向けた
努力の支持を

東南アジア非核地
帯条約（ＳＥＡＮＷＦＺ）
に参加を

核軍縮の促進を

第８回ＡＲＦについて

（アセアン地域フォーラム）

　７月２６日、ベトナムのハノイにおいて第８回アセアン地域フォーラ
ム（ＡＲＦ）が開催される。それに先だって、ＰＣＤＳは恒例の要望書を提
出した。ほぼ全文を訳出する。
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しとなります。私たちは、ＡＳＥＡＮが国連安全
保障理事会の常任理事国である５つの核保
有国を招き、５月にハノイでこの件に関する
直接的な交渉を行うことに満足しており、ま
た、この会合によって、この重要な構想に、大
変必要とされていた勢いがつくように願って
います。

　これに関連して、私たちは、地域における
安全保障環境を改善するために、ＡＲＦがＳＥ
ＡＮＷＦＺの効力を増すような構想を検討す
るよう進言します。例えば、ＳＥＡＮＷＦＺを西
方向に「拡張し」、バングラデシュとスリランカ
を含める可能性について、両国との議論を
促進するべきです。また、ＳＥＡＮＷＦＺの「周
辺を薄める」というアイデア、つまり、近隣の核
保有国が戦術核兵器を使用しない、あるい
は、使用の威嚇をしないという約束の信頼性
を高めるために、地帯外ではあるがＳＥＡＮＷ
ＦＺの境界付近に配備されている核兵器を
撤収させるといというアイデアも検討するべ
きです。ＳＥＡＮＷＦＺの場合、こうした取り決
めは、北側の境界において適用することがで
きます。

　東北アジアで非核地帯（の設置）を求める
ことは、ＡＲＦの権限とその地理的な範囲に
含まれる予防外交の理想的な事例となり得
ます。そのような努力は、信頼醸成措置への
努力を基礎として、それと調和させながら行
われるべきでしょう。東北アジア非核地帯の
設立プロセスそのものが、関連諸国間での
核についての疑惑を極小化し、核開発が競
争的にエスカレートするのを防ぐことができ
るのです。この意味において、そのような努
力は、原則的には、ＡＲＦの予防外交の概念
と原則に一致します。

　とくに、東北アジア非核地帯は、地域の非
核保有国、つまり、韓国、ＤＰＲＫ、日本が中核
的な構成員となる、地域における信頼醸成と
予防外交に実質的な貢献をするでしょう。こ
のどちらの目的も、ＡＲＦの使命に含まれるも
のです。この体制には、中国、ロシア、合衆国
といった、この地域における核保有国による
消極的安全保証も含まれるでしょう。

　ＡＲＦへのＤＰＲＫの参加をもって、このよう
な条約に参加できる潜在的な当事者は全て
ＡＲＦに出揃ったことになります。これが意味
するのは、ＡＲＦがＳＥＡＮＷＦＺの設置に関す
るＡＳＥＡＮの専門的能力を利用しながら、こ
の安全保障の選択肢についての検討を促
進するよう発案できるということです。本提案
について、ＰＣＤＳのやや詳しい文書―現状

報告：東北アジア非核地帯（２００１年４月）―
を同封します。

　ＡＲＦの議長声明によれば「弾道ミサイル
防衛システムが持つ意味」について、ＡＲＦ
で議論されたとのことです。私たちは、プレス
への声明で、議長が、ＮＭＤとＴＭＤは、アジ
アにおける信頼醸成に否定的なインパクトを
与える軍事力強化であると考えられると認め
たことに満足しています。彼はまた、ＡＲＦに
おいては、誰もこうした軍事技術に好感を
持って話したりしていないとほのめかしまし
た。合衆国の新政権が配備しようと計画して
いる戦略ミサイルシステムは、２０００年のＡＲＦ
の時点で考えられていたものよりもはるかに
包括的なものであり、ＡＲＦはこの不安定化を
引き起こすような進展を、可能な限り強い言
葉で力強く、かつ明快に非難する義務を負っ
ています。昨年私たちが述べましたように、地
域のいくつかの国がミサイル防衛システムを
開発しようとすると、地域と世界中における新
たな軍拡競争を促進し、核軍縮の努力をも
台無しにするでしょう。参考までに、ＰＣＤＳの
出版物―弾道ミサイル防衛とアジア太平洋
地域（２００１年２月）を同封します。

通常兵器と軍事費の削減を（略）

人間の安全保障について（略）

　ＡＲＦはその幼児期を過ぎ、今や第８回目
の会合を開こうとしています。私たちは、ＡＲＦ
をもっと実質的かつ妥当性のある機関にす
るための手段が講じられるべきであると信じ
ています。こうした理由により、ＡＲＦを１日のイ
ベントから複数日にまたがるイベントにするこ
とを進言します。私たちはまた、ＡＲＦが現在
の危機的な安全保障上の課題で、妥当性が
あるもののうち、選択されたもの―例えば戦
域ミサイル防衛や、インドネシアやその他の
場所での不安定な状況―についての議論
を取り上げることを進言します。

　バンコクでの昨年のＡＳＥＡＮの会合にお
けるオブザーバーとして、東チモールの政治
的指導者たちは、東南アジアとの密接な関
係を要求し、その中には、可能な限り早い機
会におけるＡＳＥＡＮ加盟が含まれていまし
た。私たちは、ＡＳＥＡＮが東チモールの意思
を支持するとともに、ＡＲＦへの参加を早める
ことを要求します。

　貴方との以前のやりとりにあったように、私
たちは改めてＡＲＦのような国際機関におけ
るＮＧＯの参加の重要性についての課題を
提起します。７年が経過しましたが、地域大
で、コミュニティ・レベルに強く関与している
私たちのようなＮＧＯは、依然としてＡＲＦのプ
ロセスの周辺に位置づけられています。「予
防外交」あるいは「紛争解決へのアプロー
チ」などの意味と範囲についての合意など、
基本的な課題についてほとんど進展の見ら
れないＡＲＦは、より広範囲な基礎を持つＮＧ
Ｏのインプットによって新しいアイデアとエネ
ルギーをその活動に注入することができ、大
きな利益を得るでしょう。「外部の関係者との
連絡調整」が、ＡＲＦの会期間の作業で、予
防外交のひとつの要素として認識されてい
ますが、私たちは、そのような関与はできるだ
け広範囲であるべきことを進言します。ＡＲＦ
は、トラック２の非政府当事者をまき込むもの
ではありますが、私たちは、ＡＲＦが、コミュニ
ティに基礎を持ち、ＡＲＦに強い関心を寄せる
人々のグループとの対話を始め、他の国際
機関でも行っているように、人々のグループ
がＡＲＦプロセスに参加する方法を探ること
で、利益を得ることになると信じています。私
たちは、まず最初の段階としてＡＲＦとＮＧＯの
文書の公的な交換、そして、事務局長経由
でのＡＲＦ参加者、ＡＲＦのメディアに対するＮ
ＧＯ文書の配布を始めることを改めて進言し
ます。

　私たちの関心事に注意を払っていただき
感謝します。生産的かつ実質的な第８回アセ
アン地域フォーラムを願ってやみません。

平和を願って

梅林宏道（国際コーディネーター）
パトリシア・ウィリス（資料・コーディネー
ター）

東北アジア非核地帯
をＡＲＦの予防外交
の一例として考慮を

国土ミサイル防衛
（ＮＭＤ）、戦域ミサイ
ル防衛（ＴＭＤ）開発
に異議表明を

ＡＲＦの会期の
延長と、その審
議範囲の拡大を

ＡＲＦへの参加

ＡＲＦプロセスに
おけるＮＧＯの参
加の支持と促進を

（訳：田辺俊明）
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が、トット議長は５月下旬に渡米し、関係
者へテキストの内容について説明して
理解を求めた。しかし、米国政府は態度
未定ということで最終的な見解は表明し
なかったと伝えられる。
　アドホックグループの目標は、今年１１
月に予定されている第５回再検討会議
へ、検証制度を盛り込んだＢＷＣ追加議
定書草案を提出することだが、それが達
成できるかどうか、次会期が最後のチャ
ンスとなる。議長テキストと交渉関連資
料は、ブラッドフォード大学のＷＥＢサイト
(http://www.brad.ac.uk/acad/sbtwc/）か
ら入手可能。

　７月７日に東京のカンダパンセで開催
された公開セミナー「核兵器廃絶：２００５
年に向けて－－ＮＰＴ１３項目措置を検証
する」において、ピースデポは、２００２年か
ら２００５年まで、日本の核兵器廃絶努力
を成績表を作って採点することを提案し
た。会場からは、強い賛成の声が上がっ
た。
　ＮＰＴ１３項目措置の一つひとつについ
て、日本政府に課せられた課題を、その
理由とともに説明した「成績表」（案）が
配布された。それらの課題がどの程度
達成されたか、あるいはどの程度努力
が行われたかを、毎年ＮＰＴ再検討会議
準備会議や再検討会議のまえ（２月頃）に
採点する。採点は、専門家、被爆者など
で構成された評価委員会を組織して行
われる。評価委員会の報告をもとに、各
地で市民討論会や国会議員討論会を
開催することも構想されている。
　７月７日のセミナーでは、黒沢満教授

　日本の核兵器廃絶努力を採点

ピースデポが成績表を提案
ＮＰＴ１３項目で基準作り

（大阪大学）が、１３項目の内容と２０００年Ｎ
ＰＴ再検討会議における討議過程を説
明した。その中で、ＮＰＴ会議における国
家グループの主張の分布に関して説明
があった。最右翼の核保有国（５カ国）か
ら最左翼の非同盟運動（ＮＡＭ）まで、下
図のように序列がつけられるという。分か
りやすく参考になった。
　ＥＵは核保有国も含む多くの国が加盟
しており、核軍縮で動きにくいのは理解
できる。ところが被爆国日本が、ＥＵに次
ぐ右よりの位置にいることはショックで
あった。日本の核兵器廃絶運動は、深刻
にこの現状を受けとめる必要がある。
　女優・歌手の渡辺えり子さんが参加し
て議論を盛り上げて下さった。「２００５年ま
でに核兵器廃絶どころか、まだこんな段
階にいるのか。今から私が何をすればよ
いのか教えて欲しい」という率直な問い
かけは、みんなの気持ちを代弁してくれ
るものであった。（一参加者）
　黒澤満教授が描いた２０００年ＮＰＴ再検討会議における国家群の序列。（本文参照）

　（
米
、ロ
、仏
、英
、中
）

核
保
有
国

欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
）

日
本
、オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

（
　
ド
イ
ツ
、オ
ラ
ン
ダ
、ベ
ル
ギ
ー
、

　
イ
タ
リ
ア
、ノ
ル
ウ
ェ
ー
）

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
フ
ァ
イ
ブ

カ
ナ
ダ

新
ア
ジ
ェ
ン
ダ
連
合

（

Ｎ
Ａ
）

非
同
盟
運
動（
Ｎ
Ａ
Ｍ
）

●Ｍ

擁護の側に好転している。ノーの投票を
した共和党議員の中にも、再審議支持を
表明していた共和党議員がいた。大統
領府とは独立に、上院には「過去の決定
を再審議する権限も義務もある」（９９年１０
月１２日の上院議員連署の手紙）のである。

◆核実験再開の準備期間

　ブッシュ政権は、核実験のモラトリアム
（一時停止）を続ける方針であるとされる。
しかし、ＣＴＢＴを葬る方針の裏には、「必
要なときに実験を再開する」という論理し
かないであろう。ブッシュ新戦略では、
「ならずもの国家」向けに新型核兵器（地
下要塞・施設の破壊など）が重視される可
能性がある。また、大幅削減をしたとき
に、残る核兵器の信頼度を増す必要が
ある。これらのために、核実験再開の手
を縛りたくないのである。
　６月２８日、エネルギー省が核実験の再
開を決定してから実行するまでの期間
を短縮するための検討を行っていること
が、米国の『ナイト・リッダー』紙で報道さ
れた。現在１～３年かかるところを３～４ヶ
月に短縮できるかどうかが課題だという。
　『ワシントン・ポスト』紙の７月６日の報
道では、エネルギー省が核実験再開の
準備期間を３年から１８ヶ月に短縮するた
めに要求していた２００２会計年予算が、
下院では否決されて上院に送られたと
いう。

◆面子を失った日本外交

　米国が、ＣＴＢＴを見殺しにするとき、そ
の悪影響は計り知れない。核実験再開
を必要としているインド、パキスタン、中
国に実験再開のきっかけを与えるだけ
ではなく、新しい核拡散の引き金になる。
　さらに深刻に懸念されるは、多国間交
渉の信頼性を破壊することによる「無法
状態」である。ＮＰＴ（核不拡散条約）が無
期限延長された前提には、米国のＣＴＢ
Ｔを含めた積極的な不拡散政策があっ
たことは否めない。
　たとえば、駆け込み核実験の後、核実
験場の封鎖まで決断したフランスは、怒
り心頭であろう。
　日本は最大の被害者の一つである。
　日本政府の核軍縮外交は、米国の顔
色を窺いながらも、その範囲内で積極性
のジェスチャーを示す必要があった。そ

のような日本にとって格好の分野が三つ
あった。つまり、米ロの戦略兵器削減交
渉（ＳＴＡＲＴ）の促進、ＣＴＢＴ発効の促進、
兵器用核分裂物質生産禁止条約（カット
オフ条約、ＦＭＣＴ）の促進である。いずれ
も、米国政府が熱心だったからである。
　しかし、弾道ミサイル防衛でＳＴＡＲＴ
が危うくなってきた。そして、ＣＴＢＴでも
日本は平手打ちを喰わされたことにな
る。しかし、小泉首相も田中外相も米国
に対して怒らない。その脳天気振りはあ
きれるばかりである。
　２１世紀を、新しい戦争の世紀にしない
ために、今こそ私たちが声を上げる時で
ある。（梅林宏道）
　

uç１ページ右下からつづく

右左
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uç１ページ右上からつづく
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　ブッシュ政権発足後、米国政府は米国
及びその同盟諸国を弾道ミサイルの脅威
から守るためとして、ミサイル防衛構想の
推進に積極的な姿勢を示し、同盟諸国に
支持と協力を求めています。このミサイル
防衛構想に日本政府は「理解」を示し、そ
の一翼を担う戦域ミサイル防衛（ＴＭＤ）に
関する日米共同技術研究に着手していま
す。私たちは、ミサイル防衛が新たな核ミサ
イル競争を誘発し、世界をいっそう不安定
化させ、冷戦後漸く現実味を帯び始めた核
兵器廃絶の実現を不可能にすることを深く
憂慮して、米国政府のミサイル防衛構想及
びＴＭＤに関する日米共同技術研究に明
確に反対する意思を表明します。

　ブッシュ政権は、ミサイル防衛構想によっ
て核軍縮は促進されると主張し、同時に一
方的な戦略核兵器の削減を提唱していま
す。しかしながら、ミサイル防衛の構築を前
提とした米国の一方的な戦略核兵器の削
減は、冷戦後の国際情勢の変化に合わせ
て米国の核抑止力を調整し、冷戦後、唯一
の軍事超大国となった米国の軍事的覇権
を強化することを意図するものです。これ
は、国際世論に反して、包括的核実験禁止
条約（ＣＴＢＴ）を批准しない方針を打ち出
し、未臨界核実験を通じて核兵器の近代
化の努力を続けていることからも明らかで
す。私たちは核保有国の一方的な核軍縮
のイニシアティブに反対しませんが、それ
は核兵器廃絶を目指すものでなければな
らないと考えます。

　ミサイル防衛は決して核兵器廃絶につ
ながる防御的兵器ではありません。２０世紀
の核軍備競争が攻撃的兵器の開発と防御
的兵器の開発を繰り返して進められてきた
ことは歴史上の事実です。ミサイル防衛は
圧倒的な核戦力及び通常戦力に基づく米

国の核抑止力を補強すると同時に、米国に
とって軍事力の行使を容易にするものであ
り、むしろ攻撃的な性格の強い兵器システ
ムであるといえます。そのため、ミサイル防
衛は技術的に実現可能か否かに関わら
ず、宇宙空間を含めた新たな軍備競争を
刺激します。事実、ソ連や中国のミサイル
防衛に対する反応には、そのような兆候が
見られます。仮にミサイル防衛網の構築が
実現したとしても、私たちが核の脅威から
解放されるわけではありません。ミサイル防
衛は弾道ミサイルのような高度の技術力を
必要としない、より安価な核テロリズムに対
して無力ですし、核保有国の戦術核兵器
が使用される危険はなくなりません。
　
　ブッシュ政権は、弾道弾迎撃ミサイル（Ａ
ＢＭ）制限条約を修正または廃棄してまで、
ミサイル防衛構想を推進する意向を表明し
ています。確かにブッシュ政権が主張する
ように、ＡＢＭ制限条約の前提となってい
た、米ソ両国が敵対し、人類と文明を何回
も破壊できるだけの核兵器によって、互い
に威嚇しあうという冷戦時代の状況はもは
や過去のものです。しかし、ブッシュ政権が
思い描いているのは、ミサイル防衛によっ
て補強された米国の核抑止力に基づく安
全保障枠組みです。私たちは、この「新たな
安全保障枠組み」を受け入れることはでき
ません。これは抑止の論理や軍事力の信
奉という冷戦思考を温存し、さらに拡大再
生産するものにすぎません。

　日本政府もまた、このような冷戦思考から
抜け出せずにいます。ブッシュ政権のミサ
イル防衛構想では、ＴＭＤは米本土ミサイ
ル防衛（ＮＭＤ）と一体のものであり、「ＴＭＤ
とＮＭＤは別」という従来の日本政府の議
論は成り立たなくなっています。それにもか
かわらず、日本政府はＴＭＤに関する日米

共同技術研究を継続しています。これは結
果として、日本が米国の軍事的覇権の強
化を目論むブッシュ政権の政策を支え、Ａ
ＢＭ制限条約の破棄につながる政策に加
担することを意味しています。しかも、ロシ
アは戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲＴ）II発効
の条件として、ＡＢＭ制限条約の堅持を主
張しており、ＴＭＤに関する日本政府の立
場は、ＡＢＭ制限条約の尊重、ＳＴＡＲＴ交渉
の推進という日本政府の政策とも矛盾して
います。

　私たちが求めるのは、冷戦時代の安全
保障概念が放棄され、核の脅威から解放さ
れた世界です。冷戦終結後、核保有国によ
る核軍縮は停滞していますが、その一方
で、圧倒的な国際世論の後押しを受けて、
核兵器廃絶に向けた確固とした潮流が生
まれています。１９９６年、国際司法裁判所（Ｉ
ＣＪ）は、核兵器の使用と威嚇は「一般的に
は国際法違反」との判断を示しました。そし
て、２０００年の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討
会議では、核保有国から「核兵器完全廃棄
への明確な約束」を引き出しました。私たち
は、「核兵器のない世界」が実現可能なだ
けでなく、２１世紀の世界の平和と安全に
とって不可欠であると訴えます。

　日本は戦争で原爆被害にあった唯一の
国として、核兵器廃絶を希求する国際世論
に訴える貴重な歴史的経験を有していま
す。私たちは、日本が「核兵器のない世界」
の実現のためにイニシアティブを発揮する
責務を持つと考えます。しかしながら、冷戦
時代から今日に至るまで、日本政府は「核
兵器のない世界」の実現よりも、米国の「核
の傘」への依存を重視し、核兵器廃絶に真
摯に取り組みませんでした。日本政府は、こ
のような核兵器廃絶への後ろ向きの態度を
改め、米国政府が推進するミサイル防衛構
想の真の意図を正確に認識し、米国政府
にミサイル防衛構想の中止を直ちに要請
すべきです。私たちはまた、日本の科学者・
技術者・市民が、ＴＭＤに関する日米共同
技術研究に反対し、それに一切協力しない
という明確な意思を持つことを訴えます。

連絡先：黒崎輝（０２２-２１３-７３５４）
sypg@groups.co.jp

米国政府のミサイル防衛構想に関する声明
２００１年７月１６日

ステューデント・ヤング・パグウォッシュ・ジャパン

ピースデポの海外派遣プロジェクトでリーズ会議に参加した黒崎
輝さんたちが、若手研究者の声明を発した。若い世代の声が上
がったことは画期的なことである。以下に全文を掲載する。

官にヘイルストン在沖米四軍調整官を指名。
●６月２７日　防衛施設庁、国と名護市の普天間
代替施設の使用協定締結時期を、施設完成の直
前との見解示す。
●６月２７日　名護周辺のジュゴンの保護を求めＤ
ＯＤを提訴する「自然の権利基金」、ウミガメ類の
保護も加える方針固める。
●６月２９日　県収用委員会、楚辺通信所と、牧港
補給地区の一部の土地の使用を認める裁決。
●６月２９日　北谷町で外国人が２０代の女性を強

姦。県警は嘉手納基地所属の米兵４人から事情
聴取開始。米兵は容疑を否認。
●６月３０日　日米首脳会談でブッシュ大統領、普
天間代替施設の１５年使用期限に否定的見解示
す。
●６月３０日　キャンプ・コートニー沖のクレー射撃
鉛蓄積問題で、米軍実施の環境調査の期限。米
軍は報告を出さず。
●７月１日　県警、北谷町の婦女暴行事件を米空
軍嘉手納基地第３５３特殊作戦群所属の二等軍曹
の単独犯行とほぼ断定。

●７月２日　県警、婦女暴行の容疑で嘉手納基地
所属の軍曹の逮捕状請求。日本政府、米に容疑
者の身柄引き渡しを求める。
●７月３日　米兵による婦女暴行事件で在沖米四
軍調整官が県庁に出向き謝罪。
●７月５日　県議会、米兵の早急な身柄引き渡しと
地位協定の抜本改定を求める抗議決議を全会一
致で可決。

uç６ページからつづく
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日  誌
２００１.６.２１～７.５

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム／ＣＩＡ＝米中央
情報局／ＤＯＤ＝米国防総省／ＩＡＥＡ＝国際原
子力機関／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エネルギー開発
機構／ＳＴＡＲＴ＝戦略兵器削減条約

(作成:吉澤庸子、松永勝利）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､川崎哲(ピースデポ)､青柳絢子、池田佳代、市場淳子、大澤一枝、笠本丘生、黒崎輝、杉島正秋、田辺俊明、津留佐
和子、松永勝利、村上由美、山口響、山下みほ子、吉澤庸子、梅林宏道

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

●６月２１日　米中軍用機接触事故で、米軍偵察
機の解体作業始まる。
●６月２１日　米ＣＩＡ科学技術担当顧問、米議会
で証言しサイバーテロに対する効果的な防御策
は今のところないと報告。
●６月２１日　米国防長官、先日見直しを表明した
「二正面戦略」について、ハイテク兵器に対応する
技術の開発に力を入れる必要性を強調。
●６月２１日付　朝鮮中央通信、ＩＡＥＡは米政権の
誤った政策に便乗し、米朝枠組み合意の履行に
複雑な問題を作り出していると批判。
●６月２２日　日米国防相会談。ミサイル防衛計画
に対して中谷長官は、配備されるなら主体的な運
用を行うとの方針を表明。
●６月２３日　ロ大統領、ＡＭＢ条約について「条約
破棄ならＳＴＡＲＴⅠ、Ⅱも失効」と述べ、核ミサイル

の多弾等化などで対抗する方針を示す。
●６月２７日　ロシア戦略ミサイル軍、大陸間弾道
ミサイルＳＳ１９の発射実験実施。米のミサイル防衛
構想をけん制か。
●６月２７日　米国防長官、２００２会計年国防予算
を総額３２８９億ドルへ増額修正案。ミサイル防衛関
連を大幅増額、戦略爆撃機や核戦力を削減。
●６月２８日　小泉首相、与党４党首と会談。米ミサ
イル防衛について「理解するという意思表示をす
る」と述べ、政府の立場が不変であることを協調。
●７月２日　米英両政府、対イラク制裁条件付解
除の国連安保理決議議案採択の棚上げを決定。
●７月２日　仏ロ首脳会談。ＡＢＭ条約を堅持し、
米ミサイル防衛を批判する共同声明発表。
●７月３日　国連安保理、対イラク原油禁輸制限
の限定解除措置を５ヶ月間延長する決議を採択。
●７月３日　米中軍用機接触事故で米軍電子探
査機が米軍借り上げの輸送機で帰還の途に。
●７月３日　米国務省、北朝鮮がテポドン１号と見
られるミサイルのエンジン噴射実験実施と明かす。
●７月３日　英メンウィスヒルの軍用基地に米ミサ
イル防衛に対する抗議で環境団体グリーンピース
の活動家らが侵入し施設の一部を占拠。
●７月５日　米大統領、ＫＥＤＯへ２千万ドルの追加
拠出決定。米朝枠組み合意維持の意図を示す。

沖縄
●６月２２日　日米防衛首脳会談。ラムズフェルド

米国防長官は在沖米海兵隊の訓練の一部海外
移転に前向きな姿勢示す。
●６月２２日　名護市長、市議会で、１５年問題など
普天間代替の条件の解決時期を、「実施計画の
着手前」と従来の見解を後退させる見通し。
●６月２５日　那覇基地所属の空自Ｆ４戦闘機、北
海道の島松射爆場上空で訓練弾１８８発を誤射。
福祉施設などが被弾。
●６月２６日　ＤＯＤ、次期太平洋海兵隊基地司令

　６月１日、大阪地方裁判所は、「被爆者援
護法は、被爆者が今なお置かれている悲
惨な実情に鑑み、人道的見地から被爆者
の救済を図ることを目的としたものであっ
て、（在外被爆者排除は）同法の根本的な
趣旨目的に反する。（法文によらず通達で
在外被爆者を排除するという）解釈に基づ
く運用は、憲法１４条に反するおそれもあり」
として、韓国帰国後も被爆者援護法の適用
を求める郭貴勲さん（韓国在住被爆者、７６
歳）の訴えを、全面的に認めた。
　勝訴判決は、生存が確認されているだ
けでも５０００名と言われる在外被爆者（韓国
２３００名・北朝鮮１０００名・北米１０００名・中南
米１９０名・中国数名）の心に、大きな希望の
光を与えた。
　その希望の光を、一日も早く実生活面で
の援護の光にするために、郭さんは６月５日
より東京に行き、日本政府に控訴断念を求
める運動を開始した。４月１９日に超党派の
国会議員５２名で結成された「在外被爆者
に援護法適用を実現させる議員懇談会」と
ともに、森山法務大臣、坂口厚生労働大臣
に会い、「控訴を断念し、高齢の原爆後障
害に苦しむ在外被爆者に即刻援護を！」と

訴えた。
　しかし、６月１５日に日本政府は控訴した。
ハンセン病裁判では、「人道」を全面に出し
て控訴断念を決定した日本政府だった
が、その「人道」も、日本で被爆しながら（と
りわけ、朝鮮半島や中国の被爆者は日本
の侵略ゆえに日本で被爆した人々であ
る）、今は外国に暮らす人 に々は無縁のもの
であった。被爆者援護法に謳われた「人道
目的」さえも、在外被爆者には認められない
と、控訴したのである。
　ビザ最終日の前日に韓国に帰国してい
た郭さんは、韓国で記者会見し、次のような
抗議声明を発表した。
「大阪地方裁判所が、原爆被害者は国家と
民族を超越して援護されるべきであるとい
う明確な判決を下したにも関わらず、日本
政府は去る６月１５日にその判決を不服とし
て控訴し、高齢の在外被爆者たちが死滅
するのを待つ術策を弄したことは、非人道
的・非人間的かつ不道徳な行為であり、こ
れを糾弾する。一日も早く、日本政府は、三
重苦に苦しむ在外被爆者に対し、司法部
の判断のままに、援護法本来の精神に基づ
き、積極的に援護に乗り出すことを、重ねて

要求する」　ところが、坂口大臣は控訴直
後の記者会見で、「被爆者援護法の在外
被爆者への適用を、条文上はっきりさせる
ために、被爆者援護法の改正を検討する」
と、発言した。
　被爆者援護法を在外被爆者に適用する
気があるのなら、大阪地裁判決の命ずると
おり、現在の被爆者援護法を法文どおりに
運用すれば事足りる。それなのに、何を法
改正するというのか？　「法改正」なるもの
が、在外被爆者を排除するための条文を
入れる方向でなされる危険性は多分にあ
る。
　秋にも郭さんの控訴審は、大阪高裁にお
いて始まる。また、現在、長崎地裁において
郭さんとまったく同様の裁判を闘っている
在韓被爆者・李康寧（イ・ガンニョン）さんの
判決が、年内には下される見通しである。
李さんの第１審、郭さんの控訴審において、
引き続き勝訴判決を勝ち取るためには、広
範で力強い支援運動が不可欠である。
　と同時に、日本政府に、被爆者援護法を
在外被爆者にも等しく適用するための法改
正を、強く求めていかなければならない。坂
口大臣は年内には法改正の結論を出すと
いっている。あと半年が勝負である。
　多くの方々のご協力をお願いしたい。

（連絡先：〒５６０-０００３　豊中市東豊中
町４-２１-１０、市場方　
ＴＥＬ/ＦＡＸ：０６-６８５４-７３０８）

「人道」にさえ「内外人不平等」
－－在韓被爆者・郭貴勲さんの勝訴判決に国は控訴－－

市場淳子（韓国の原爆被害者を救援する市民の会）
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